再意見書

経企発１２第９０号

平成１２年７月２４日

電気通信審議会　電気通信事業部会長　殿

郵便番号　　１０８－８５２５

　　　　　　　　　　　　　とうきょうと　みなとく しばうら　　　　　　　　

住　　　所　　東京都港区芝浦４丁目９番２５号

　　　　　　　　　　　　　とうきょうつうしん　　　　　　　　　　 かぶしきがいしゃ

氏　　　名　　東京通信ネットワーク株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いわさき　　　　かつみ

代表取締役社長　　岩　崎　　克　己　

　電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、１２年５月２５日付け郵通議第３０１５号で公告された郵政省令案に関し、別紙のとおり再意見を提出します。

（別紙）

平成１２年７月２４日

電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令案への意見に対する再意見

東京通信ネットワーク株式会社

　「電気通信事業法施行規則の一部改正案」に対する各社の意見につきましては、全般的にNTT地域会社以外は当社が提出しました意見と方向を同じにしているものと考えます。

　特に接続約款に記載すべき具体的な事項に関しましては、コロケーションに係わる期間の日数等に多少の差異はあるものの、各社が要望する内容は同じであります。

　下記に当社が他社意見に賛同、反論する事項を再意見として提出させていただきますので、よろしくお取りはからい願います。

記

１．コロケーションに関する手続について

（1） 接続事業者がコロケーション可能な空きスペースに関する情報の開示を受けるための手続について

＜東日本電信電話殿及び西日本電信電話殿の意見＞
セキュリティ確保が比較的容易な局舎については利用可能状況をデータベース化し、他事業者等からのアクセスする等の方式も技術的には可能でありますが、コロケーション実績のあるＮＴＴ地域のビルだけでも２，５００ビルにものぼり、これらのビルについて、空きスペースの確保のほか、床荷重、電力・空調の周辺設備のチェック等を行い、かつそれらを日々メンテするためには相当のコストが必要である　（中略）　他事業者においてコスト負担頂けるものであれば実施することもやぶさかではありません。

東西ＮＴＴ殿の意見には賛同しかねます。

電気通信事業者は、自社の設備計画策定のために、自社局舎の現況（スペース、床荷重、電源、空調）を的確に把握しているものと考えます。このため、情報開示にあたって生じる業務は、既所有のデータを整理する程度と推測します。また、データのメンテについても、指定事業者に起因するメンテ業務が定期的に存在するはずですから、指定事業者と接続事業者の設備規模を考慮すれば、接続事業者に起因するメンテ業務は従来業務と比較して微少な業務量と思われます。したがって、無償あるいは低廉な対価で回収し得るレベルのコストであろうと考えます。

　

（２）接続事業者が行うコロケーション請求に係る建物への立入りの手続について

＜東日本電信電話殿及び西日本電信電話殿の意見＞

下記の理由により、接続に必要な装置の設置の可否に関する回答が「不可」であった場合における確認のための立入りを認めることは不適当と考えます。

○　相互接続点の調査の回答に際して「設置することができない場合」については、当社責任者の記名捺印のある書面によりその理由を付して通知することとしているところであり、信義誠実が大前提となる事業者間の協議や各種文書の提示において当社が事実に反する内容を意図的に示すことは　あり得ません。したがって「虚偽の内容を示されているのではないか」といった漠然とした不信感を解消するために一方的な立入権を与えることは不適当であると考えております。
当社においては、他事業者の事業規模に関わらず債務保証等を要求することなく接続要望に対応するための設備投資を行う、等相手方を信用・信頼して接続業務を行っているところであり、他事業者においても同様に当社への信頼を前提とした対応を求めたいと考えております。

東西ＮＴＴ殿の意見には賛同しかねます。

コロケーションの回答が不可となった場合において、その理由が接続事業者の納得のいくものでない場合は、お互いの信用・信頼を前提とした協議が持たれるべきと考えます。協議の上で、立入りにより接続事業者の納得が得られるものであれば、予め立入りを妨げることを前提とすべきではないと考えます。

２　標準的期間について

＜日本テレコム殿の意見＞

３－（１）　省令案の通り「①コロケーションの請求から結果の回答までの期間」「②結果の回答から工事着手までの期間」「③工事の期間」に分けて標準的期間を設けることが適当と考えます。これにより、コロケーション実現までの手続期間が短縮化されることを要望します。

日本テレコム殿の意見に賛同いたします。

弊社意見書（平成１２年６月９日）に述べているとおり、①～③の各工程を１ヶ月以内とし、相互接続点調査から工事竣工まで概ね３ヶ月で完了されることを希望いたします。

３　接続事業者が自ら工事・保守を行う場合について

＜日本テレコム殿の意見＞

（４）＜二－へ＞の「負担すべき金額」については、セキュリティー確保の観点から東西ＮＴＴより立会費を請求されることが想定されますが、基本的には立会なしで対応可能とすることを要望いたします。

仮に立会費を請求される場合においては、接続約款に当該費用を規定すべきと考えます。この場合、東西ＮＴＴが工事・保守を請け負う場合の現行作業単金を、立会のみの費用に適用することは、非合理であると考えます。立会の内容に応じた作業単金を設定することを要望します。

日本テレコム殿の意見に賛同します。作業単金は作業内容に応じたものであるべきと考えます。

４　東西ＮＴＴの工事・保守に対して接続事業者が負担すべき金額について

＜日本テレコム殿の意見＞

公平性を確保するためにも、工事費・保守費を明確に規定すべきと考えます。

また、工事を依頼した接続事業者に対しては、その工事費・保守費の根拠（稼働人工等がわかる明細等）を明確に示すべきと考えます。

日本テレコム殿の意見に賛同します。弊社意見書（Ｈ１２．６．９）に述べているとおり、工事項目を定めて、標準的な作業内容と作業単金を明確にすべきと考えます。

５　コロケーション料金

＜第二電電殿の意見＞

接続事業者がコロケーションしている通信用建物のうち、ＮＴＴ再編成によって、ＮＴＴコミュニケーションズの帰属となった通信用建物におけるコロケーション料金が、結果的に接続約款の規定外となり、その料金の算定方法が（正味）帳簿価額ベースではなく、再調達価格ベースとなるのは、容認しがたいと考えます。

建物資産の帰属先が変更になっただけで実態は変わらないにも関わらず、その対価が変わることは接続事業者にとって看過し難いことです。したがって、再編前からコロケーションを実施している場合は、東西ＮＴＴと同様に帳簿価額ベースにすべきと考えます。

６　その他

＜東日本電信電話殿及び西日本電信電話殿の意見＞

接続約款の準備が整うまでの間、すなわち試行的実施が完了して検討が終了すると見込まれる１２月まで、施行日を延伸するか又は接続約款変更の認可申請を猶予していただくことを希望するものです。

接続約款の認可申請を、極力早期に実施していただきたいと考えます。

以上

